
平成 28 年 7 月 19 日

各 位

株式会社池田泉州銀行

株式会社池田泉州銀行（頭取 藤田博久）は、平成 28 年 9 月１日（木）より「個人型確定拠出年金」

（以下、「個人型ＤＣ」という）の取扱いを開始いたします。

「個人型ＤＣ」は、これまで対象が自営業者の方などに限られていたため、加入者は全国で約 26

万名（平成 28 年 4 月末現在）にとどまっておりますが、平成 29 年１月から加入対象者が大幅拡大

され、基本的にすべての方が対象となることから、加入ニーズの高まりが予想されます。

当行は「個人型ＤＣ」の取扱い開始により、地域のお客さまの加入ニーズにお応えし、老後生活の

備えを応援いたします。

【取扱い内容】

（１）開始日

平成２８年９月１日（木）予定

（２）概要 （個人型ＤＣについて、詳しくは次頁をご覧ください）

運営主体 国民年金基金連合会 （当行は国民年金基金連合会から業務受託しています）

加入対象者

① 20 歳以上 60 歳未満の個人事業主（国民年金の第 1 号被保険者）

② 60 歳未満の企業年金のない企業の役員、従業員（ 〃 第 2 号被保険者）

（平成 29 年 1 月からは以下の方も対象となります）

③ 公務員（ 〃 第２号被保険者）

④ 専業主婦（ 〃 第 3 号被保険者）

⑤ 企業年金のある会社に勤める方（ 〃 第２号被保険者）

掛金負担 加入者個人

拠出方法 個人払込 または 給与天引

拠出限度額

加入対象者 ① ② ③ ④ ⑤

月 額 68 千円（ ※） 23 千円 12 千円 23 千円 20千円または12千円

年 額 816 千 円 （ ※ ） 276 千円 144 千円 276 千円 240千円または144千円

（※）拠出限度額は、国民年金基金との合算枠

税
制

拠出時 掛金が全額所得控除の対象

運用時 利子、配当等の運用益は非課税

給付時 年金：公的年金等控除の適用あり 一時金：退職所得控除の適用あり

運用商品 複数の運用商品（定期預金、保険、投資信託）の中から加入者が選択

給 付 受給開始年齢（６０歳～６５歳、加入年数により異なる）到達後、給付申請

手 数 料 加入時の手数料や毎月の口座管理費など、ご負担いただく手数料がございます。

中途脱退 原則 60 歳まで中途脱退不可

●運用商品・手数料等取扱い内容が確定しましたら、窓口・ホームページ等でご案内いたします。

以 上

「個人型確定拠出年金（個人型ＤＣ）」の取扱い開始
～ 加入対象者大幅拡大に伴い ～

【個人型ＤＣとは】

・私的年金のひとつで、公的年金を補完し、加入者の自助努力により老後の生活に備えるための制度

・加入者自身で掛金を拠出・運用し、掛金とその運用益との合計額をもとに将来の給付額が決定される。

・税制メリット（「掛金の全額所得控除」「運用益の非課税」「受取時の税制優遇」）がある。

・平成 29 年 1 月からは公務員、専業主婦、会社員、OL の方を含め基本的にすべての方が加入できるようになる。



≪ 個人型ＤＣのメリット ≫

３つの税制優遇があります。（税制は平成 28 年 7 月現在の情報に基づき記載しています）

≪ 個人型ＤＣの制度上の位置付け ≫

✔ 掛金が全額所得控除されます。
例えば、毎月２万円ずつ掛金を拠出、税率を２０％とした場合、年間 48 千円（仮に 35 歳から 60 歳までの 25 年間

掛け続けると総額 120 万円）の節税効果となります。

✔ 運用益も非課税で再投資されます。
通常、金融商品の運用益には税金がかかりますが、個人型ＤＣの運用益は非課税（※）です。

※積立金には別途 1.173％の特別法人税がかかりますが、現在まで課税が凍結されています。

✔ 受け取るときも税制優遇措置があります。
給付金を一時金として受け取る場合は「退職所得控除」、年金として受け取る場合は「公的年金等控除」が受けられます。

参考

【確定拠出年金（ＤＣ）とは】

・私的年金のひとつで、公的年金を補完し、加入者の自助努力により老後の生活に備えるための制度

・加入者自身で掛金を拠出する「個人型確定拠出年金（個人型ＤＣ）」と事業主が従業員のために掛金を拠出する

「企業型確定拠出年金（企業型ＤＣ）」がある。

・いずれの場合も加入者自らが運用し、掛金とその運用益との合計額をもとに将来の給付額が決定される。

（厚生労働省ＨＰより抜粋）


